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勤続年数 6か月 1年6か月 2年6か月 3年6か月 4年6か月 5年6か月 6年6か月 

付与日数 10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日 

【週所定労働時間が３０時間未満の労働者の場合】パートタイム労働者など 

週所定 年間所定 勤続年数 

労働日数 労働日数 6か月 1年6か月 2年6か月 3年6か月 4年6か月 5年6か月 6年6か月 

4日 169日～ 216日 7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日 

3日 121日～ 168日 5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日 

2日  73日～ 120日 3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日 

1日  48日～  72日 1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日 

６か月間雇用され、その間のすべての労働日（労働義務のある日）の８割以上を 
出勤した場合は、10日間の年次有給休暇を得られます。 

以後1年ごとに、その間の労働日の8割以上出勤した場合は、毎年、勤続年数に応じた
年次有給休暇を得ることができます。（労働基準法第39条） 

 

年次有給休暇について(付与日数) 
 

【一般の労働者の場合】管理監督者・有期雇用労働者も含まれます。 



休暇に関する事項は就業規則の絶対的記載事項である。 
時季指定を実施する場合は対象者の範囲・指定方法を記載。 
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